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令和７年度都市再生研究助成事業の選定結果について 

 

都市再生研究助成事業は、一般財団法人 民間都市開発推進機構が大学若しくは大学院又は

それらの付属機関、高等専門学校その他のまちづくり等について調査研究を行っている組織・

団体等に所属する研究者を対象に都市再生に関する研究計画を公募し、優秀な研究計画に対し

て研究助成を行うものです。 

令和7年度～8年度の助成対象として、令和7年10月7日に開催した都市再生研究選定委員会に

おいて、申請のあった29件の中から、下記の6件を選定しました。 

 

 

申請者※敬称略 

（所属機関） 
研究名 

助成金額 

（万円） 

中村 圭 

（広島市立大学） 

公営住宅空室活用による都市再生の制度的課題と実践的

解決策の構築 

 

199.1 

 

石塚 直登 

（九州工業大学大学院） 

災害後の空地発生に対する住宅再建や解体支援制度の影

響に関する研究―令和 6 年能登半島地震および豪雨災害

における石川県珠洲市高屋地区の事例調査を通して― 

 

199.87 

 

白柳 洋俊 

（愛媛大学大学院） 

流域治水の実現に向けた互恵性規範に基づく協働基盤の

構築と地域デザイン手法に関する研究 

 

198 

 

太田 明 

（東京都市大学） 

ウォーカブルな都市再生に向けた駅前広場整備の賑わい

創出効果の検証 ―歩行者数とスペースシンタックスに

よる歩行空間分析― 

199.1 

氏原 岳人 

（岡山大学） 

まちづくり条例によって土地利用の秩序は保たれるの

か？－土地利用調整型条例の役割の明確化－ 
196.9 

石黒 由紀 

（前橋工科大学） 

地方都市再生に向けたアート支援活動と空き家リノベー

ションの実践研究〜前橋国際芸術祭を起点として〜 
198 

 

 

都市再生研究選定委員会委員（◎：委員長） 

◎伊藤 滋  東京大学名誉教授、都市研究センター所長 

大西 隆  東京大学名誉教授 

鹿子木 満  常務理事兼都市研究センター副所長 

伊藤 はるな   都市研究センター主任研究員 

 

                            都市研究センター 

まちづくり研究会の実施について  

 

都市研究センターにおいては、まちづくり・都市開発に関する情報を広く収集、分析し、一

般財団法人 民間都市開発推進機構の事業のより一層の適切かつ円滑な推進に資すること

を目的として、平成 25 年度より「まちづくり研究会」を実施しています。これまでの実施状況は

次のとおりです。 

開開催催状状況況  

        （肩書きは当時のもの。敬称略） 

回次 開催日 講演者 演題 

第53回 令和8年 

1月20日 

後藤 太一  

リージョンワークス合同会社 代表社員 

都市と産業をつなぐマネジメント～

～営みを創造するための「場」の経

営の意義と方法論 

第52回 令和7年 

10月30日 

岡崎 正信 

株式会社オガール代表取締役 

公民連携概論〜民間主導行政主体

の公民連携〜 

第51回 令和7年 

7月14日 

吉江 俊 

東京大学都市デザイン研究室 講師 

〈迂回する経済〉のまちづくり 

——パブリックライフと経済性を縫合

する都市デザインにむけて 

第50回 令和7年 

5月20日 

中井 検裕 都市研究センター  

特別招聘研究員  

まちづくりの心得 

第49回 

 

令和7年 

2月18日 

飯田 美樹  

カフェ文化、パブリックライフ研究家 

インフォーマル・パブリック・ライフと

は 

第48回 

 

令和6年 

12月４日 

大久保 泰佑  

株式会社 narrative 代表取締役 

地方創生ファイナンス～文化財とま

ちづくりを題材に～ 

第47回 令和6年 

9月11日 

松本 大地  

株式会社商い創造研究所  

代表取締役 

「街づくり×商業」～新たな都市街づ

くりの可能性～ 

第46回 令和6年 

7月12日 

島原 万丈  

ＬＩＦＵＬＬ ＨＯＭＥ’Ｓ総研 所長 

「Sensuous City［官能都市］ 

～都市の本当の魅力を測る新しい

ものさし 

第45回 令和6年 

5月21日 

前田 三郎  

株式会社キョードーファクトリー  

代表取締役社長 

ライブ・エンターテインメント市場動

向について 
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